
資材価格高騰等に対する特例措置について 

１ 概要 

資材価格高騰等に対する特例措置（以下「特例措置」という。）は、今般の急激な資材

価格変動により、公共工事の積算時点と当初契約時点における設計単価に乖離が生じる

場合があることから、当初契約締結後、設計単価の適用年月を積算月から当初契約月（議

会案件については、本契約締結月）に変更するものである。 

２ 対象工事 

三重県が発注する全ての工事（維持修繕業務委託等の維持工事を含む）とする。 

３ 対象資材等 

（１）特例措置の対象資材等は、設計単価表及び物価資料に単価が掲載されている資材、

労務及び機械賃料等とする。 

（２）上記（１）以外の資材等においては、対象外とする。

４ 実施方法 

（１）発注者は、当初契約締結後、対象工事の設計単価を、当初契約月における最新の

設計単価表等の設計単価に変更する。

（２）特例措置に係る請負代金額の変動額については、速やかに工事打合せ簿により受

注者に通知する。

（３）特例措置の変更契約は、三重県建設工事設計変更要領に基づき、変更契約を行う

ものとする。

（４）変更後の請負代金額等については、次の方式により算出する。

変更後の請負代金額等＝Ｐ新 × ｋ

この式において、Ｐ新及びｋは、それぞれ以下を表す。

Ｐ新：当初契約月の単価により積算された予定価格 

ｋ ：当初契約の落札率 

５ スライド条項との併用 

本特例措置を適用した場合においても、建設工事請負契約書第 26 条※に基づく請負代

金額の変更を請求することができる。その際、スライド額算定に用いる当初設計単価は、

当初契約月に変更後の設計単価とする。 

※下線部は、別表－１により対応する契約条項に置き換える。



 

６ その他 

（１）特例措置の対象工事は、入札公告に「資材価格高騰等に対する特例措置」の対象

工事である旨を明示する。 

（２）設計単価表等は、市場価格の動向に応じて毎月改定していることから、特例措置

を適用した際、請負代金額が減額になる場合があることに留意する。 

 

附則 令和６年 12月１日以降、契約に係るものから適用する。 



 

別表－１ 

主な契約書の条項一覧 

 

（賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更） 

第 26 条 発注者又は受注者は、工期内で請負契約締結の日から 12 月を経過した後に日本

国内における賃金水準又は物価水準の変動により請負代金が不適当となったと認めたと

きは、相手方に対して請負代金額の変更を請求することができる。 

２ 発注者又は受注者は、前項の規定による請求があったときは、変動前残工事代金額（請

負代金額から当該請求時の出来高部分に相応する請負代金額を控除した額をいう。以下

この条において同じ。）と変動後残工事代金額（変動後の賃金又は物価を基礎として算出

した変動前残工事代金額に相応する額をいう。以下この条において同じ。）との差額のう

ち変動前残工事代金額の 1000 分の 15 を超える額につき、請負代金額の変更に応じなけ

ればならない。 

３ 変動前残工事代金額及び変動後残工事代金額は、請求のあった日を基準とし、物価指

数等に基づき発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から 14日以内

に協議が整わない場合にあっては、発注者が定め、受注者に通知する。 

４ 第１項の規定による請求は、この条の規定により請負代金額の変更を行った後再度行

うことができる。この場合において同項中「請負契約締結の日」とあるのは、「直前のこ

の条に基づく請負代金額変更の基準とした日」とするものとする。 

業務の分類 条   項 

工 事 全 般 建設工事請負契約書の条項 

（金銭的保証用） 第 26 条 

（無保証用） 第 26 条 

小規模・除草業務全般 維持業務委託契約書の条項 

（単価契約の場合用)  第 18 条 

（金銭的保証用） 第 25 条 

（無保証用） 第 25 条 

（単価契約の場合用（雪氷）） 第 18 条 

（金銭的保証用（除草）） 第 25 条 

（無保証用（除草）） 第 25 条 

森林整備工事全般 森林整備請負契約書の条項 

（金銭的保証用） 第 23 条 

（無保証用） 第 23 条 

※上記以外の契約書を使用する際は、該当契約書の条項を確認すること。 
 



 

５ 特別な要因により工期内に主要な工事材料の日本国内における価格に著しい変動を生

じ、請負代金額が不適当となったときは、発注者又は受注者は、前各項の規定によるほ

か、請負代金額の変更を請求することができる。 

６ 予期することのできない特別の事情により、工期内に日本国内において急激なインフ

レーション又はデフレーションを生じ、請負代金額が著しく不適当となったときは、発

注者又は受注者は、前各項の規定にかかわらず、請負代金額の変更を請求することがで

きる。 

７ 前２項の場合において、請負代金額の変更額については、発注者と受注者とが協議し

て定める。ただし、協議開始の日から 14日以内に協議が整わない場合にあっては、発注

者が定め、受注者に通知する。 
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